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	【目的】日本では、Advance Care Planning(以下、ACP）の普及啓発が進められている。本研究は、全国調査により、「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン（平成30年3月14日公表）」（以下、平成30年度版ガイドライン）の公表後の市町村におけるACPの地域住民への普及・啓発の取組や平成30年度版ガイドラインの活用状況、地域住民への普及・啓発等の取組における課題を明らかにし、今後の取組の方向性について検討することを目的とした。
	【結果】43都道府県（回収率：91.5%）、912市町村（回収率：53.1％）から回答を得た。住民に対してACPの普及啓発に「Active（はい）」と回答した市町村は63.6％(n=580)であり、マルチレベルロジスティック回帰分析の結果、財政力指数が高いこと、所在する都道府県においても普及啓発の取組が実施されていることが市町村における普及啓発に有意に関連していた。普及啓発に取り組んでいる市町村では、普及啓発の方法などの活動に多くの課題を有していた。
	202206028A-buntan4.pdf
	A. 研究目的
	Advance Care Planning(以下ACP）は、将来の治療やケアのゴールやプリファレンスを定め、家族や医療従事者healthcare providersとの話し合いや文書化、見直しを可能にするものである[1][2][3][4]。日本では、平成18年に、厚生労働省の専門委員会で終末期医療の決定プロセスの検討が始まり、平成29年に「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」が策定された[5][6]。このガイドラインには、本人や家族への適切な情報提供と説明、患者、家族、医療者との十分な話...
	このように、日本では人生の最終段階における医療・ケアに対する意思決定プロセスとして、ACPが推奨されている。しかし、国民への普及・啓発が進んでいるとはいいがたい。厚生労働省が平成29年12月に実施した意識調査では、国民の75.5％がACPについて「知らない」と回答、「聞いたことがあるがよく知らない（19.2％）」を合わせると、国民の約90％以上がACPについて認知していないことが明らかになっている[7]。さらに先行研究では、地域住民に対してACPの普及・啓発の取組があると回答した市町村は36.4％...
	政府は、人生の最終段階におけるACPの普及・啓発のあり方を議論した政府の専門委員会の平成30年3月の最終報告書には、リーフレットの配布やセミナーの開催を通じた市町村によるACPの地域住民への普及・啓発の必要性が強調されている[6]。平成30年3月14日の「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」（以下、平成30年度版ガイドライン）[9]の公表後、政府はACPを普及・啓発するリーフレットの作成やイベントの開催など、自治体や関係団体を巻き込んだ周知を行うとともに、地域住民への普及...
	日本は、高齢者人口が増え続け、団塊の世代が75歳以上となる令和7年には高齢者の医療・介護需要は約100万人を超え、ピークになることが予測されている。死亡者数も増加傾向にあり、令和3年は約144万人で前年に比べ6万8千人の増加となっている[11]。高齢化の進展に伴い、高齢者の救急搬送の割合も上昇傾向にあるが[12]、その中には、本人の意思が共有できないために、人生の最終段階における本人の望まない救急搬送が行われているという指摘もある[13]。こうした状況下において、Japan Geriatrics ...
	長寿社会となった現在、日本では高齢者の生涯を支え、一人ひとりが自分らしい生き方で人生の最期を迎えられるようにすることがますます重要になってきている。そうした中で日本ではACPは不可欠なものとして認識されており、地域住民へのACPの普及・啓発に取り組む都道府県や市町村が増えていることが予測される。しかし、平成30年度版ガイドラインの公表以降、全国の自治体を対象とした調査は行われていないため不明である。また、市町村における普及・啓発の取組に都道府県の役割、市町村で行われている実際の取組内容、取り組みに...
	本研究では、全国調査により、平成30年度版ガイドラインの公表後の市町村におけるACPの地域住民への普及・啓発の取組や平成30年度版ガイドラインの活用状況、地域住民への普及・啓発等の取組における課題を明らかにし、今後の取組の方向性について検討することを目的とした。
	B．研究方法
	1　研究デザインと対象
	本研究は、横断研究であった。対象は、日本の47都道府県の在宅医療担当部局、1718市町村(特別区を含む)の在宅医療・介護連携推進事業担当部局であった。
	令和4年10月にWeb調査を実施した。厚生労働省医政局地域医療計画課を通じて、都道府県の在宅医療担当部局に調査への協力依頼とWeb調査サイトが記載された実施要領が送付された。市町村に対する調査は、都道府県の在宅医療担当部局の協力を得て、各都道府県から調査への協力依頼と実施要領が送付された。
	本研究は、東京医科歯科大学統合教育機構倫理審査委員会の承認を得て実施した（C2022-017）。Web調査サイトの研究同意ボックスへのチェックをもって調査協力への同意の確認を行い、回答完了で研究協力の同意とした。
	C．研究結果
	43都道府県（回収率：91.5%）、912市町村（回収率：53.1％）から回答を得た。住民に対してACPの普及啓発に「Active」と回答した市町村は63.6％(n=580), 「Inactive」は25.1％（n=229）、“Under consideration”は、11.2％（n=103）であった。
	自由記載のデータを分析した結果、取り組んでいない理由として234コードが抽出された。27のサブカテゴリから、1）市町村で普及啓発に取り組む体制が整っていない、2）関係団体に事業委託している、3）地域の医療資源や社会資源が整っていない、4）普及啓発の取組に向け準備段階である、5）関係者の知識・理解が不足している、6）ニーズの把握ができていない、7）普及啓発の方法が分からない、の7つのカテゴリが抽出された。
	地域住民へのACPの普及啓発の取組状況を「Active」と「Inactive（Inactive or under consideration）」に二区分し、市町村の特性との関連を調べた結果、いずれも有意な関連を示した（p<.0001）。地域特性の変数同士の相関を調べた結果、「65歳以上の人口割合」と「平均年齢」が強く相関していたため、「65歳以上の人口割合」をモデルに投入することとした。最終的に、municipality factorとして、財政力指数、総人口、人口密度、在宅死亡割合を、加えて、所...
	市町村における普及啓発の取組を開始した時期は、平成18年が最も早く、平成30年度ガイドラインが公表された平成30年から開始した市町村は121と最も多かった。平成30年以降に取り組みを開始した市町村は全体の66.8％（n=384）であった。取り組み内容は、「住民を対象とした講演会やセミナーの開催」が81.5％（n=473）で最も多く、次いで「広報誌等による在宅医療・介護に関する住民への情報提供」62.1％（n=360）であった。平成30年度ガイドラインを「活用している」市町村は32.1%(n=186...
	自由記載データの分析の結果、市町村が地域住民に対するACPの普及啓発にあたり困っていることとして、796コードから、57のサブカテゴリ、10のカテゴリが抽出された。抽出されたカテゴリを「Resources/Input」、「Activities」、「Outputs」テーマに分類した結果、「Resources/Input」では、1）医療・介護サービス提供体制、2）市町村において普及啓発に取り組む体制、3）地域住民の特徴、「Activities」では、4）普及啓発のための実態把握、5）住民への普及啓発の...
	D．考察
	E．結論
	本研究は平成30年度ガイドラインの公表以降、市町村における地域住民に対するACPの普及啓発の取組状況を調査した日本初の全国調査である。平成29年の調査結果と比較すると、普及啓発に取り組む市町村が大幅に増加し、63.6％の市町村が普及啓発の取組を行っていることが明らかになった。市町村の取組には、財政力に加え、都道府県が重要な役割を担っているという本結果から、取組が行えていない市町村に対しては、引き続き国からの財政支援に加え、都道府県による支援が望まれる。さらに、多くの市町村が、普及啓発の目的、目指す...




